


報告書の構成

１．デジタル化がもたらす消費生活の変化

２．消費者のデジタル化への対応方策

（１）デジタル社会に対応した消費者教育

（２）デジタル社会における消費者への普及啓発

３．具体的なデジタルサービスへの消費者の向き合い方

（１）デジタルプラットフォーム

（２）ＳＮＳ

（３）オンラインゲーム

（４）キャッシュレス決済

４．ＡＩその他の新たなデジタル技術への対応
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４．デジタルプラットフォーム ①現状

 買主の消費者は、プラットフォーム企業のブランドや対応を信用して取引に入っているのではないか。

 デジタルプラットフォーム上での消費者トラブルは多岐に渡る。シェアリングエコノミー業界の認証制度の
ような共同規制型のアプローチの導入の動きあり。

○シェアリングエコノミー認証制度

（出典：第２回検討会 一般社団法人シェアリングエコノミー協会発表資料）

○プラットフォームサービスを利用するときに確認している項目（複数回答）
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７．キャッシュレス決済 ①現状

 キャッシュレス決済の発展・普及に伴い、その手段（支払方式、媒体等）が多様化・重層化。
 消費者の多彩な決済ニーズに対応する決済代行業者の存在が無視できないものに。
 複雑な様相の下でトラブルが発生した場合、消費生活相談現場での対応が困難に。

○大学生のキャッシュレス決済の利用頻度

（出典：消費者庁「大学生のキャッシュレス決済に関する調査・分析 結果」令和２年５月）

○支払方式の比較

（出典：第５回検討会 山本国際コンサルタンツ発表資料）

○キャッシュレス決済における決済代行業者の位置付け

（出典：第５回検討会 山本国際コンサルタンツ発表資料）
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８．ＡＩその他の新たなデジタル技術への対応 ①AIワーキンググループでの検討

 消費生活へのAIの本格普及期に当たり、消費生活に身近なAIの利便性とリスク等について検討を行い、「AI利活用ハンド
ブック～AIをかしこく使いこなすために～」を作成。

 消費者側のリテラシー向上とともに、データの扱い方やAI機器・サービスの内容、相談先などの分かりにくさの改善が課題。

※「AI利活用ハンドブック～AIをかしこく使いこなすために～」より抜粋 15






